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研究成果の概要（和文）：日本におけるインテリジェンス機構に対する議会による統制に関し、衆参両院の情報
監視審査会（2014年創設）に焦点を当て、その機能の有効性の分析・評価を試みた。同審査会の有する法的権
限、創設からこれまでの活動実態等に基づき欧米先進諸国の類似の制度との比較分析を行った結果、現在の日本
の制度は、米英等における類似制度に比較して依然不十分であり、特に、同審査会に付与された法的権限が限定
的であるとの結論を得た。ただし、同審査会の制度設計や活動の実態にかんがみると、国会におけるインテリジ
ェンス・リテラシーの向上に資する点が認められるなど、将来のより本格的な制度創設の準備として積極的に評
価し得る点もみられた。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to analyze the effectiveness of parliamentary oversight 
over the Intelligence Community (IC) in Japan, focusing on the Board of Oversight and Review of 
Specially Designated Secrets (BOR) established in 2014. This study conducted a comparative analysis 
of similar systems in the five major Western countries. Based on the analysis of the legal authority
 granted to the boards and their actual activities, the study concludes that Japan’s current BOR 
system is still inadequate compared to similar systems in the other countries mentioned above. One 
of the reasons for this gap is the limited legal authority granted to the boards. However, based on 
the institutional design of the BOR system and its actual activities, some aspects can be evaluated 
positively, such as its contribution to the improvement of intelligence literacy in the Diet, which 
can help establish a more effective and comprehensive body for parliamentary democratic control over
 the IC in the future.

研究分野：政治学　国際関係論

キーワード： インテリジェンス　情報機関　民主的統制　アカウンタビリティ　安全保障

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
各種の高度科学技術の発達を背景に、近年、日本のインテリジェンス機構（IC）はテロ対策やサイバーセキュリ
ティ等の名目で権限・体制等の強化を図っている。しかし、世論の中にはこうした動向に対する懸念もある。か
かる課題に対し、欧米諸国等ではインテリジェンス機関に対する監視機関の設置等により対処が図られている。
今後、日本においても同種の制度の導入に向けた議論が高まる可能性もあるが、先行研究等は乏しい。こうした
状況を踏まえ、本研究は「日本のICに対する民主的な監視制度の今後の具体的な在り方の解明」を目的とする。
当該研究により、民主主義社会における「安全と権利自由の両立」の実現に貢献し得ることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

 
(1)学術的な背景 
 

AI 技術等を始めとする各種の高度科学技術の発達は、今後の社会の発展に多くのメリットを
もたらすとみられる。「安全の確保」の面においても、2020 年の東京五輪等を控え、公安警察や
内閣情報調査室等のインテリジェンス機関は、高性能街頭防犯カメラや顔認証システム等の高
度科学技術を駆使し、国際テロ対策等の強化を図っている。また、サイバー空間に対するインテ
リジェンス機関の監視権限強化の可能性に関する議論も活発化している。他方で、そうした技術
がインテリジェンス機関によって濫用されるならば、国民の「権利自由の確保」に対し深刻な打
撃となる。こうしたことから、高度科学技術下の民主主義社会における「安全と権利自由の両立」
の実現方策の解明は喫緊の課題となっている。 

本課題に関し、欧米諸国等においては、法律学的アプローチ（インテリジェンス機関の権限の
根拠を定める法令の制定・解釈等を通じた統制）に加えて政治学・行政学的アプローチ（インテ
リジェンス機関に対する監視機関の設置を通じた統制）による対処が図られている（例：米国の
連邦上下両院の情報委員会、英国の国会情報保安委員会）。これに対し、日本においては、法律
学的アプローチの議論は比較的活発であるものの、インテリジェンス機関に対する監視機関は
未だ設置されておらず、関連の学術的議論も緒に就いたばかりである（次頁図参照）。欧米諸国
等と日本の相違の背景には、「日本では戦後長期間インテリジェンス機関の活動が欧米諸国等に
比べて小規模であり、当該機関に対する民主的統制の問題が欧米諸国等程には顕在化しなかっ
た」という日本特有の情勢があったとみられる。しかし、今後日本においても、インテリジェン
ス機関の活動の拡大・権限等の強化等が更に進展する可能性がある。こうした場合、従来のよう
な法律学的アプローチのみによる「安全と権利自由のバランス」の維持は困難となり、欧米諸国
等と同種の監視機関の設置に向けた議論が高まる可能性がある。 
 
(2)先行研究（本件研究開始前の状況） 

 
「インテリジェンス機関に対する民主的な監視機関の在り方」の問題に関し、米英等において

は、監視機関の設置形態、権限範囲、構成員の属性等に関して様々な先行研究が蓄積されている
（例：Richardson, S. and others ed. (2018); Leigh, I. and others ed. (2018); Walker, S. and others ed. 
(2019)）。これに対し日本においては、そもそも同種の制度が現時点では設置されていないこと
もあり、関連の先行研究は稀少である。そうした中、申請者自身のこれまでの研究において、(1) 
日本においても米英等と同様のインテリジェンス機関に対する監視機関が早晩必要になるとみ
られるが、その具体的形態に関しては米英等の制度を参考にしつつも、日本特有の政治・社会文
化等を考慮した上で検討されるべきであること、(2)（インテリジェンス機関の一つである）警
察に対する監視機関である公安委員会制度が十分には機能していないこと）等が既に指摘され
ている。加えて、申請者は、現行の衆参両院における情報監視審査会（※同制度は、欧米等にお
けるインテリジェンス機関に対する監視機関とは異なるものであるが、将来の日本における監
視制度の基盤になる可能性がある）に関して既に実態調査・研究を開始している。ただし、これ
らの先行研究は主に現状の不備に対する抽象的な指摘等に止まっており、更に踏み込んだ「今後
日本において如何なる監視機関を構築すべきか」との具体的な問いは、今後解明を要する課題と
なっている。 
 
(3)学術的な「問い」 

 
前記の状況を踏まえ、本研究の学術的な「問い」は「高度科学技術下の民主主義社会における

『安全と権利自由の両立』を如何に実現するか」とした。すなわち、インテリジェンス機関によ
る高度科学技術の利用が進む中での「安全の確保 (インテリジェンス機関の権限強化)」と「権
利自由の確保 (インテリジェンス機関に対する民主的統制の強化)」の両立の実現こそが達成す
べき理想であり、そうした理想を実現するための学術的かつ社会的に有用な解決策の解明が学
術的な「問い」でる。 
 

２．研究の目的 

 

上記を達成するため、本研究は「日本のインテリジェンス機関に対する民主的な監視制度の今
後の具体的な在り方の解明」を目的とした。具体的には「日本の政治・社会的背景等を踏まえた
上での、望ましい設置形態、権限範囲、構成員の規模・属性等の解明」とした。 

  

 



３．研究の方法 

 
 本研究においては、「日本のインテリジェンス機関に対する民主的な監視制度の今後の具体的
な在り方」の解明を図る。具体的には、今後日本に設置するべき監視機関に関し、①設置形態（位
置付け）、②権限範囲、③構成員の属性・規模、等の解明を図った。 

手法としては、こうした制度が比較的発展している米、英、加、豪等と日本の制度の比較分析
を中心に実施する。このうち米国は西側先進国の中でも当該制度が最も発達している。また、英
国、カナダ、豪州は議院内閣制に基づく政治体制であり、日本との比較分析により適していると
考えられた。具体的には、以下の各課題の達成を図った。 
 
(1)課題１(2020-21 年度)  

 
日本の情報監視審査会の実態把握、欧米諸国等におけるインテリジェンス機関に対する民主

的監視機関の実態把握。 
 既に申請者が研究を開始している日本の情報監視審査会の実態把握を継続する。平行して、主
に米、英、加、豪における関係制度の実態把握を行う。具体的に解明すべき論点として、各国関
係機関の、①設置形態、②権限範囲、③構成員の属性、等の把握を試みる。 
手法としては、①関係文献調査、②国内外の関係者（対象組織関係者、学術研究者等）に対する
聞き取り調査（関係国への訪問を含む）、等を実施する。 
 
(2)課題 2 (2022 年度)  

 
各国の制度の比較分析、日本の制度の具体的検討。 

 上記の調査結果の精査を踏まえ、日本における望ましい監視制度の在り方、すなわち、①設置
形態は議会内委員会(米国型)か独立行政機関(英国型)か、②権限範囲は具体的オペレーション
の監視まで含むか、③構成員に非議員の専門家を含むか、等について検討する。理論モデルとし
て、ローエンタールのモデル（Lownthal (2016)）等を参考とする。 
暫定的な研究成果を米国の関係学会（米国国際関係学会（ISA）等）において発表する。 
 
(3)課題 3 (2023 年度) 個々の政策案の実現可能性の検証、研究成果の総括・報告 

 
上記検討結果の日本における具体的な実効性、すなわち、①実務の現状との整合性、②予算・

人員規模の妥当性、③政治的受容性、等を検証する。必要に応じ、国会の情報監視審査会、関係
政府関係者等への聞き取り調査を再度実施する。最終的な研究成果を日米の関係学会（国際安全
保障学会、ISA 等）において発表する他、同学会誌等へ投稿する。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)総論 
 
 上記、課題の 1-3 のうち、1 及び 2 に関しては一定の成果を得ることができた。他方で、課題
3 に関しては、必ずしも十分な成果には達しなかった。背景として、研究実施期間がコロナ禍と
重複し、海外出張等が当初の計画どおりには進まなかったことがある。 
 なお、達成した成果に関しては、複数の学術論文として発表したほか、国際学会を含む複数の
学会において発表を行った（別記）。 
 
(2) 研究結果の概要 
 
 日本におけるインテリジェンス・コミュニティに対する議会による統制の状況に関し、2014 年
に創設された衆参両院の情報監視審査会の動向に焦点を当て、その機能の有効性の分析・評価を
試みた。具体的には、「国会の衆参両院の情報監視審査会は『議会によるインテリジェンス・コ
ミュニティに対する民主的統制の機関』としてどの程度有効に機能しているのか」との問題の分
析を試みた。同審査会の有する法的権限、創設からこれまでの活動実態等に基づき欧米先進諸国
の類似の制度との比較分析を行った結果、現在の日本の制度は、米英等における類似の制度に比
較して依然不十分であり、特に、同審査会に付与された法的権限が限定的であるとの結論を得た
（図表 1及び 2 参照）。 

ただし、同審査会の制度設計や活動の実態にかんがみると、国会におけるインテリジェンス・
リテラシーの向上に資する点が認められるなど、将来的な「議会によるインテリジェンス・コミ
ュニティに対する民主的統制の機関」の本格的な創設の準備として積極的に評価し得る点もみ
られた。 

本研究の限界としては、①課題の評価基準の更なる精緻化が必要性であること、②同審査会の
活動実態に関する十分なデータが得られていないこと、などがある。こうした課題はあるものの、



本稿は、情報監視審査会制度の現状に関して「議会による IC に対する民主的統制の機関」との
観点から包括的な分析を加えた最初の研究である。日本におけるインテリジェンス機能、ひいて
は安全保障機能の今後の健全な拡充の在り方を検討する上で一定の意義を有すると考えられる。 
 
 
図 1：日本の情報監視審査会の特徴（他の G7 諸国等の類似組織との比較）詳細 
 
 

 
 
図 2：日本の情報監視審査会の特徴（他の G7 諸国等の類似組織との比較）まとめ 
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